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2.本稿の課題

①1960年代半ば以降，冷戦体制の下で国際政治経済環境や歴史的条件を積極的に活用することで

「国民経済志向の輸出主導型成長モデ、ノレ」が形成されてきたことを明らかにする。

②冷戦体制の解体，そして1997年のアジア通貨危機を画期として， 「国民経済志向jから「ク冶ーパノレ化

志向の輸出主導⑫成長モデ、ル」に転換したこと及びその特徴を明らかにする。

③グローパノレ化志向の輸出主導型成長モデルの限界を明らかにする。

④ポスト冷戦の下で3米国と中国のはざまに揺れる韓国について考察する。

I 冷戦体制と「国民経済志向の輸出主導型成長モデ、ノレ」

1.ベトナム戦争下の「輸出主導型成長モデル」の「元型」

(1）「輸出志向工業化政策J( 1960年代半ば～）への転換

「輸入代替工業化政策」＝今「輸出志向工業化政策J（輸出インセンティブ政策輸入自由化政策，金利

や為替レートの見直し）

(2）韓国の経済成長は単なる輸出志向工業化政策の成功によるものではなく 3冷戦体制下の米国のアジ

ア戦略，特にベトナム戦争という国際政治経済環境に規定されている。

(3）輸出主導型成長モデ、ルの「元型」が形成（1970年代初め）

「政府主導のもと，資本，技術，資本財・中間財を日 ・米に依存し，良質かっ低廉な労働力を基礎に労働

集約製品を組み立て，最終製品を米国市場に輸出する成長モデ、ノレJ＇「組み立て型工業化J

(4）生産財生産部門の未発達p 産業連関の欠如二今「投資が投資を呼ぶ」経済構造ではない。

国内市場も依然として狭隆

一二一二二三一二 iどて~－一 ＼＼  ／♂一一
ニ二一ごニZ二自茅主主要亙E吏0~国耳狂言主d薗声菊田主導型成長モデノレ」

(1) i 970年代には韓国はオイルショック～世界的不況という不利な国際経済環境の中で，自立的な「国

民経済」を志向し，中東特需（海外出稼ぎ，建設輸出）により，重化学工業化を積極的に進めることによっ

て，逆にプラス要因へと転化

(2）「日本モデノレj，「複製戦略Jを採用

一一一一－－－~と乏三三盆1よ企＿§＿j': 〔 日 本の経済 ・社j会制度，技術リソース3 商品 ・技術の情報先）

3.冷戦の緩和とプラザ合意－1980年代半ば以降の変化

(1）米ソ接近（1984年 9月～）＝今同盟諸国の政治的・軍事的重要性の低下司強硬な対外経済政策
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攻撃的相互主義への転換＝今日本，NIESに対して，市場開放，不公正な経済障壁の撤廃要求

一（Q）「プラザ合意J(1985年9月） 一一 一一一

ー フ。ラザ合意以降3 「三低景気（金手！J,原油，ウォン安）」という有利な国際経済環境

＝今重化学工業製品を中心に輸出の飛躍的拡大，経常収支の黒字化

①民主化の進展ど所得上昇＝今圏内消費市場の拡大

②財関の成長に伴い，政府中心の経済運営の相対的弱化

特日本をモデ、ノレとし，国民経済を志向とする点，「組み立て型工業化jである点は3基本的に変化がない。

Eーポ；；，.下手有戦と「~、ローーパノレ化志向め輸出主導型成長モデル」

1.冷戦体制の終意

(1）ベノレリンの壁崩壊（1989年 11月），マルタ米ソ首脳会談（1989年 12月），ソビエト連邦の崩壊（1991

年 8月），中国の改革・開放（1979年），「社会主義市場経済J(1992年），

件矛盾を抱えた米国一国覇権主義 湾岸戦争（1991年）司「新世界秩序J

(2）韓国の北方外交（車泰愚元大統領）

ハンガリー（1989年 2月），ソ連(1990年 9月上中国(1992年 8月）との国交樹立（台湾とは断交）

ベトナム（1992年）「朝鮮半島の平和的統一j

(3）アジアにおける冷戦の継続グ、ローパノレ冷戦との君離

①朝鮮半島の分断 1991年 9月韓国と北朝鮮は国連に同時加盟

②中国と台湾の対立

2.1997年アジア通貨危機以降の構造転換

(l)IMFプロク、、ラムによる市場原理主義的な構造改革（金大中政権）

①国際収支の均衡，②抑制的マクロ経済運営，③金融，企業3 労働，公共部門の構造調整

＝今不良債権の処理，財関の統廃合，コーポレート・ガパナンスの改善， 諸制度のグ、ローパノレ・スタンダ

ード化3公企業の民営化，規制緩和，労働市場の柔軟化

＝今韓国経済のV字型回復（「IMFの優等生J)

(2）虚武鉱3 李明博政権下で構造改革が，長期間・強力に実行

(3）「国民経済志向の輸出主導型成長モデルJから「グローパノレ化志向の輸出主導型成長モデ、ノレ」への転

換，グローパノレ・スタンダードの採用， 「日本モデ、ノレ」からの離脱

3.グ、ローパノレ化志向の輸出主導型成長モデ、ノレ

（ユ）財閥主体で，グローノ勺レ調達，日本から高付加価値・核心的な資本財・中間財を輸入3完成品・中間

財を米国， EU，新興国に輸出

対日貿易赤字（145億ド、ノレ），対中東貿易赤字（835億ドソレ）一対米・対中貿易黒字

(2）高い輸出依存度 1970年 4.3%キ1990年代半ば25%台司2014年 40.6%

（日本 15%，中国 22.6%,OECD中最高）

(3）輸出の成長寄与度（2006年～2010年） 3.8 （実質 GDP成長率 3.8%)

(4）「ベンチャー・キャヒ。タリズムJ的新興国開拓

①アジア通貨危機以降対米依存からの脱却，リスクヘッジとしての新興国市場開拓，

＝今ボリュームゾーンに成長
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②対中国輸出， 1996年 8.8%＝今2015年 26%（対米国 13.3%，対日本は 4.9%)GDPの11%

日本の対中国輸出は 18.3%(2014年）

2015年第4四半期中国にとっても韓国は第 2位の貿易相手国

③輸出先の多角化 アジア以外の新興国向けも増加

（日輸出品目の資本・技術集約“型λのシデド，中間財の供給基地 ”

A SEAN向け輸出の 80%以上，日本，中国向け輸出の 70～80%も中間財

4.財閥系企業主体の成長モデ、ノレ

一(i）輸出主導型成長モデルの主体は財閥系企業

①サムスン・グループ 電子・電器 SDI，世界トップシェア

売上高 303兆ウォン（2014年）GDPの20.4%に相当

②現代自動車グ、ルーフ。販売台数世界 5位（2015年 8.7%)

③SKグループ エネルギー，通信サービス

④LGグルーフ。 家電

(2）財閥系企業の躍進の理由

①現地ニーズに合った商品開発3研究開発拠点の現地化，高品質ではなく，適正品質を低価格で

②トップダウンによる開発・生産の速さ世界初の日本企業3シェア l位の韓国企業

③リスクテイキングによる大規模設備投資

④マーケティング，デザイン指向のものづくり ー

⑤品質・ブランド力の向上

⑤企業内の競争的環境

5.大統領制の下での迅速かっ積極的な対外経済政策

(l)FTAの推進 発効 14件（2004年チリ， 2007年 ASEAN2010年インド 2011年 EU,2012年

米国， 2015年中国 3 ベトナムなど），妥結 2件（トルコなど） 貿易額の 8割件日本 2割

＝今TPP参加にも意欲

(2）官民連携の迅速な対外経済戦略

原発3鉄道，プラント，海外建設などの海外インフラ市場への進出，官民連携，トップセールス

6.グ、ローパリゼーションに対する強靭性・復元力（Resilience)

(1）約 10年に一度の外的ショックによる経済危機とそこからの回復

①第一次オイノレショック（1973年～），中東に進出することにより，外貨を獲得し重化学工業化

②累積債務危機（1980年～），プラザ合意以降の「三低景気j の下で「東アジアの奇跡」を実現

③アジア通貨危機（1997年～）， IMFの管理下，構造改革を実施，約 2年で回復し， 「IMFの優等生」

④世界金融危機（2008年～）大規模な経済政策と輸出の回復により， I年で回復

(2）外的ショックに対する学習効果 過去の危機を教訓に経済・経営システムを進化させている。

(3）国際的条件・歴史的条件の積極的活用 国際政治経済環境の変化に対応する韓国の構造転換

①1960年代 ベトナム戦争 ベトナム特需による輸出主導型成長モデ、ノレの「元型」

②1970年代 オイルショック～世界的不況 中東進出 3 中東特需による重化学工業の基礎形成

③1980年代 プラザ合意以降の円高・ドル安 「三低現象」下における重化学工業の本格的展開
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④1990年代 ポスト冷戦 アメリカのニューエコノミー，中国・アジア経済の発展

⑤2000年代 新興国の経済成長

N グ、ローパル化志向の輸出主導型成長モデ、ルの限界

1.夕、ロでバリゼーションに対する脆弱性

ーー（1)世界経済の影響を受けやすい経済システム

①高い貿易依存度 1961年 21.2%＝れ990年 61.9%＝今2014年77.9%（目本 32.6%，中国 41.6%)

＝今為替レートの変動や原油価格の変動に影響を受げやすい。＝今世界経済との運命共同“体 一一

②新興LOO＼中国｝の経済動向に依存 中国の経済成長率の鈍化＝今韓国の輸出・経済成長の鈍化

(2）「サンド、イッチ論J，「ナットクラッカー論j一先進国と新興国による挟撃

①輸出品目の類似性と世界市場での競合

韓国の「順位相関係数」 日本 0.829 台湾 0.792 中国 0.695

②「小米ショック」（2014年sサムスン電子が中国市場において携帯電話のトップシェアを奪われる。

9年ぶりに減収減益）

③交易条件の悪化傾向 韓国は輸出品目の高付加価値化が進んでいない

1992年 173＝今2005年 100＝今2012年 I四半期 75.l＝今交易損失の拡大（特ドイツ3イギリス）

(3）外的ショックの際，ウォン安になり，輸出競争力を改善させ，輸出ドライブをかけるとしち方式の限界

(4）高い対外債務残高と短期対外債務比率＝今国際金融市場の変動の影響を受けやすい。

＝今国際収支危機のリスク（2016年 2月ウォン安）仲通貨スワップ協定（中国に依存，日本とは停止）

2.内需の長期的停滞と成長率の鈍化

(1）アジア通貨危機以降，内需の長期的な停滞が起き，それが経済成長率の鈍化をもたらしている。

平均実質 GDP成長率 1991年～1995年 7.8%司2001年～2005年 4.5%に低下

(2）国内消費，投資など内需の停滞が，成長率の鈍化の主要因

需要項目別寄与度

①民間消費の寄与度：同期間に 4.5司2.1

②政府消費の寄与度：0.8二今0.6

③固定資本形成の寄与度：3.5＝今0.9

(3）輸出の寄与度：2.9司3.2と若干上昇してしも程度であり，本格的な成長のエンジンとはいえない。

3.トリックルダウン効果の弱化一経済成長の成果は配分されたか

"(l）ドリックノレダウン効果の弱化

大企業の業績・輸出は好調でも3雇用者数，賃金，家計に反映していない。

①実質 GDP成長率3 労働生産性は上昇しているにもかかわらず，実質賃金上昇率はマイナス。

②労働分配率の低下 1996年 63.4%＝今2012年 61.0%, （日本 69.7%，米国 66.8%)

③産業連関表の雇用誘発係数（輸出入

1980年の最終需要 10億ウォン当たり， 65人（全体 60人）

2005年 10.8人司2010年 6.7人（全体 10.4人）

(2）「雇用なき成長J

①2010年 l月失業者 122万人（過去最悪），失業率 5%コ失業率 3.6%(2015年） 雇用率 60.3%
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②深刻な若年失業（15～29才）9.2%雇用率41.5%

③5太財閥グループの業績は好調であるが，雇用者数は 1991~1995 年平均の 48 万人から 2006～2010

年平均の 46万人に減少

(3）労働市場の柔軟化に伴う非正規雇用の増加

①2001年 363.5万人（26.8%)＝今2015年 627万人（32.5%) 日本 37.5%

②非正規雇用者の賃金は正柱員の 54τ4%水準二

4.韓国社会の二極化一貧困層の増加と格差の拡大

(i)賞困層め増加 相対的貧困尋（別立所得万部%未満）の上昇

1990年 7.6%＝今2000年 10.5%＝今2012年 14.6%（日本 16.3%)

(2）格差の拡大

①ジニ係数の上昇（都市2人以上世帯，可処分所得ベース）

1990年の 0.256＝今2014年 0.277 （件近年は改善傾向）

②所得5分位倍率（上位 20%の所得／下位 20%の所得） 1996年 3.79司2014年 4.42

(3）階層の固定化・・・韓国労働ノそネル調査（1998～2007)

l年以上貧困から抜け出せない 57.0%,5年以上貧困から抜け出せない 23.7%，貧困脱出率 6.8%一

(4）家計負債残高 2006年末の 582兆ウォン＝今2015年末 1200兆ウォン＝今民間消費の減速

(5）セーフティネットの未整備

社会保障給付費のGDP比 10.2%（日本 23.7%,OECD中メキシコに次いで低水準） 201 1年

5.財閥系企業の独占体制による歪み

(1）韓国国内における独占体制による独占利潤の獲得，

①主な市場に l～2社，1社当たりの国内市場規模は 1.5～4倍

②売り手独占国内販売の価格と利潤率の高さ，

③買い手独占中小企業へのコストカット要求

(2）財閥一族による不透明なコーポレート・ガパナンス

①内部持ち分率の上昇

サムスン47.5%，現代自動車49.2%,SK64.6%, LG44.3% 

②財閥一族が 1%未満の持分で、グノレーフ。を支配 三星グノレープ（0.99%),SKグ、ノレープ（0.79%)

(3）財閥系企業・一族に対する優遇措置「サムスン共和国」

6~少子高齢化と潜在的成長率の低下

(1）合計特殊出生率 2014年 1.205人（OECD中最低）

(2)2024年に高齢化社会（20%）に突入， 2060年には日本を抜くと推計

(3）労働力人口の減少と潜在成長率の低下， 2015年 3.7%台＝今2034年 2%台， 2050年 1%台

労働の寄与度 2021年～2030年一0.1%, 2031年～2040年一0.6%

VI米国と中国のはざまに揺れる韓国

1.朴撞恵大統領（2013年 2月～）の外交スタンス

(1）公式的には米国・中国ともに重視する外交
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①対米国 韓米同盟はアジア太平洋地域における平和と安定の要
f一一一2013 年 5 月， 201s 年 10 月に訪米， .2014~5 月オバマ大統領が訪韓

北朝鮮に関する共同声明及び米韓同盟に関ずる共向ファクトシート

②対中国戦略的協力パートナーシップ。関係、

2013年 6月に訪中，「心信之旅J2014年 7月に習近平国家主席が訪韓，韓中共同声明

2015年9月に訪中j抗日戦争勝利記念式典J仁出席

件領土問題（可居礁，蘇岩礁，排他的経済水域，防空識別圏）

③対日本歴史・領土問題をめぐり，対立の妄期化3歴史問題では中国と対日共闘

経済的背景貿易・授資lニ£苛右苅百依存度の急速な低下

2014年 7月「日本の集団的自衛権行使容認」については，「各国が憂慮J

2015年 11月就任後初の日韓首脳会談（3年 6カ月ぶり）

2015年 12月慰安婦問題に関する日韓合意

2016年 3月韓国海軍と日本海上自衛隊が5年ぶりに軍事交流や協力強化について協議

(2）経済的には中国重視

中国の経済成長の持続二今韓国と中国の経済関係の深化（貿易・投資3金融危機時の通貨スワップ）

二今米国から中国へのシフト

2014年 11月 中国が主導するアジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）を積極的支持

2015年 3月アジアインフラ投資銀行（AIIB）への参加表明

(3）経済関係と安全保障体制のズレ 米国と中国のはざまに揺れる韓国

①朝鮮半島の緊張終末高高度防衛ミサイル（THAAD）の配備問題

2016年 1月北朝鮮4回目の核実験＝今『朝鮮日報』社説で核武装を主張

2月北朝鮮が長距離弾道ミサイルを発射司南北経済協力事業の開城工業団地の全面宇断

3月国連安保理，対北朝鮮制裁を採択，米韓合同軍事演習

終末高高度防衛ミサイノレ（THAAD）の配備に合意

件中国の反対郎国洪・駐韓大使「中国の安全保障上の利益が致損されれば，両国関係は避けようも

なく被害を受けるだろうJ

②米中間の戦略的駆け引き 中国の「非核化・平和協定の並行j提案

2.世論調査にみる米国・中国に対する意識

①国家好感度調査（10点満点）（峨山政策研究院， 2014年 3月実施）

米国 5.79点，中国 4.82点3 日本 2.27点，北朝鮮 2.71点）。

米国パートナー（82.2%）＞ライバル(11.8%) ＇中国 パートナーニ（59ユ%）＞ライバノレ（31.9%)

日本ライバノレ（74.1%）＞パートナー（18.9%)

②「安全保障上，米中どちらとの関係を重視するか」 米国 50.9%，中国 16%

「米中どちらとの経済関係を重視するか」米国 34%，中国 27%

③「朝鮮半島統ーが実現すると思うか」（『中央日報』2016年 1月）

「実現しなしリ48.9%，「実現するJ47.3%(19～29歳 32%)

④韓国の核武装について，（『中央日報』2016年 2月）

「とても賛成J(32.8%），「ある程度賛成」（34.9%），「ど、ちらかといえば反対J(20.9%に「とても反対」

(9.6%) 

6 
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主回目

•OO，世田

も00ーー－・一一吋τシZr.:え｛壬鳥｝
ま、。

S.0 

~o 

。。

100 

JOO 

19'凸 19/0 i'l／、 1《b

Z主：i通関ベース．中国I主主香港含まず．
出所章意図貿易担員会データベースより作成。

L世田

ttQ. q，。

。

一一一一一一 一一一 一一一ー

l980年 1990年
r--－ .....－－－ーーーーーーー－－ー一一・『－一一 置ー一ー一一ー一一一ーー曲一一一ーー『ーー『ーーーー－－，－－－ーー－ 』ーーー『一日ー

' I軍位 ＆自 金銭 構成比 品ヨ 金額 構成比

？衣蹟 2.778 15.9 衣麺 7.600 11) 

2銭銅版 945 54学事惇 4.541 7.0 

3111 908 5.2監 4.307 6.6 

4鉛制連浮構造物および部品 3.5暁傍雀器620 3.627 56 

5音響＇JUS 593 3.4船舶渇浮揚造甥および部品 2.829 4.4 

E人造長経緯短期 564 3.2コンビュー宇 2.549 3.9 

7ゴム製品 503 29音署捜器 2.480 38 

8 ；！；.柄頭 485 2.8銭銅版 2.446 3.8 

9銭信療器 446 2.5人造長織JI鎗帯 2 343 3.6 

叩半導偉 434 2.5自動車 1.971 3.0 

上位10品目小計 8.276 47.3 上位10,!l,昌小計 ! 34.693 5H 

合計 17 505 100.0 合計 65.016 100.0 

2000'0 2015'0 

1半導樟 26.006 151 半導樟 51 669 9.8 

2コンピュー事 14.687 8.5自動車 46.109 8.8 

3白島車 13.221 7.7鎗舶沼津構造物および窓品 . 43.024 82 

4石z書量昼 9 055 5.3無線通信彊器 36.989 70 

5絹銅海洋構遺物および部品 8.420 4.9石？富製品 26.587 5.4 

6集線通信健器 7.882 4.6平語ディスフレイおよびセンサー I nsos 4.3 

7合成揖穏 5.041 2.9 8動車部品 20.778 3.9 

8銭銅援 <828 2.8合成街路 18.193 3.5 

I 18.002 日衣題 4 652 2.7録鍋毎 3.4 

10 験像凍結 3.667 2.1プラスチツヲ製品 7.847 1.5 

上位1o!Ul'1、針 97.459 56.6 上位10晶E小計 I 2s3 sos 55.S 

合計 172 268 100.0 合計 526.757 1曲。

注 MT同ーに 3ケタベース．

出箭坦包買皐包童デ＇－＇｝ ベーλ｛組TA.r.民｝より作Ii.
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｛%） 第6図貿易依存度（対GDP）の推移
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出所：韓国賓易協会データベース（KITA.net），、IMF,lnternationalFinancial Statistics，より作成。

(100万ドル｝ 図7韓国の富男j海外直接投資の推移｛実行ペース、フロー｝ （%｝ 
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表2韓国の居間技情貿易の推移（単位：100万ドル、助）

1962～90票計 2001 2005 2010 2011 2012 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

技簡輸出能額 619 100 1625 100 3345 100 4032 100 5311 100 

対米輸出 197 31.8 285 17.5 1496 44.7 921 22.8 986 18.6 

対日輸出 32 5.2 63 3.9 46 1.4 198 4.9 389 7.3 

討中輸出 ｜｜ ｜』 719 44.2 1445 43.2 1445 35.8 1998 37.6 

蹴輸入総額 4925 100 2643 100 4524 100 10234 100 9900 100 11052 100 

対米輸入 2291 46.5 1484 56.1 2733 60.4 5873 57.4 5391 54.5 6527 59.1 

対日輸入 1539 31.2 391 14.8 584 11.9 1157 11.3 1143 11.6 1148 10.4 

対中輸入 0.2 16 0.4 71 0.7 218 2.2 226 2.0 

技術貿易収支 -4925 -2024 -2900 -6889 -5868 -5741 

対米収支 -2291 -1287 -2448 -4377 -4470 -5540 

対日収支 ー1538 -360 -521 -1211 ー1045 -758 

対中収支 703 1374 1227 1772 

出所韓国産量技術握興協会I産業技術主要統計要覧lおよび未来調査科学部！蹴貿易統計調査報告書jより作成。

第3表量量終曾要理目~生産続発効果・付加価値銭発効果・箱入銃発効果・現業銭発効果の推移

t主終議要項目見• I笠震防発額備f革lt(%) 1995 20臼3 2日コ6 2010 

泊費 45 46.8 453 40.8 

鐙資 29.8 21.4 21.3 195 

輔t包 25.3 31.8 32.9 39.7 

~t 1臼コ 1臼コ 1αコ 100 

震終需要理目 ~·1生産誘発係数

泊費の生産続発係数 1.665 1.671 1.712 1.729 

投資の宝庫t量発係数 1.985 1.923 1.996 2.C焔

輸出の生産Z量発L手数 1.869 1.868 1.93 zα）7 

生産続発係数｛全体） 1.801 1.781 1.852 1.8~2 

霞終需要Z買 §~•If'寸加価値続発想構成11:(%) 1995 20臼3 2臼コ5 2010 

泊費 51.5 54.4 54 51 

投資 27.4 20.6 211 18.7 

輸畠 212 25 24.9 302 

~t 100 1α3 100 100 

最終需要項目別付加価値続発係数

泊費の付加Jij｛重務発係数 0.851 0.836 0.841 0.798 

投資の付加笛1童話交係数 0.816 0.795 0.7&5 0.731 

輸出の付加掻1重誘発係数 0.698 0.634 0.617 0563 

付加価値誘発係数〈全体） 0.804 0.767 0.763 0.698 

a賢終需要項§g1j絡入t完売額構威11:(%) 1995 20臼3 2005 2010 

消費 37.1 365 37.7 34 

投資 36 27.2 22.8 21.6 

鎗出 26.8 36.3 39.4 443 

gt 1臼3 100 100 100 

経終需要111§~11輸入話交係数

消費の輸入税発係数 0.197 0211 0214 026 

投資の械入誘発係数 0.309 0346 029'l 0379 

摘出の輸入誘発係数 0.302 0.367 0.383 0.437 

始入E量発係数［全体） 0254 0286 0281 0.346 

億終需要請目見＇l砿業誘発係数（名／10億ウォン｝ 1995 2000 zα)5 2010 
;l'l費句草正果E兎発係書交 29.3 21.4 191 16 

投資の就業勃発係数 18.4 15 15.3 12.6 

輸出の紙業続発係数 24 15.3 10.8 7.9 

畠所穂国銀行『産業連関表作成結果』各年版および綾田銀行f殺が包雇用調達及び労働通関効果』より作成．



で 2 第8図経済危後発生前後における実質GDPと貿易収支の推移｛四半期）
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表4日中韓の主要輸出品の世界輸出に占めるシェアの推移（単位；%）

1995 2000 2005 2010 

日本 韓国 中国 日本 韓国 中国 日本 韓国 中国 日本 韓国 中国

自動車（HS87) 18.0 2.1 0.4 16.1 2.8 0.8 13.8 4.1 1.8 13.8 5.0 3.6 

鉄鋼（HS72) 11.8 3.8 10.7 4.9 8.9 4.7 10.6 5.9 

精密機器（HS90) 19.4 1.1 1.8 17.7 1.0 3.3 11.5 3.8 8.2 8.8 8.4 11.6 

ー健機械（HS84) 15.2 1.8 1.2 11.5 3.4 3.0 8.8 2.8 11.0 8.5 3.1 17.8 

ゴム（HS40) 11.8 3.2 11.1 3.6 8.7 3.8 7.8 4.0 

電気後援（HS85) 17.2 6.0 3.0 12.8 4.9 4.9 9.1 6.0 12.9 7.1 5.9 20.8 

有機化学品（HS29) 10.1 2.4 8.0 3.3 6.8 4.0 6.5 4.9 

プうスチyウ（HS39) 6.3 3.3 2.3 6.0 3.9 3.4 5.4 4.4 5.5 6.5 5.3 1.1 

総計 9.5 2.7 3.3 7.8 2.9 4.2 5.9 2.9 7.9 5.3 3.4 11.4 

備考・HS2析分類で2011年の輸出上位10品目。

出所．経済産業省［2013)f通商白書J26ページ、289ページ。

｛万人｝
第10函 非正規労働者数と非正規比率
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圃圃圃非正規労働者数（左紬） ー・ー非正規比率（右馳） 日本の非正規比率（右軸） 田沼田非正規職のE規職に対する賃金の割合（石馳）

注 寄与ともE月現在.8本l主7月吋月平均.2011隼は、岩手、 宮妓福島を含まず．鵠国の非主規労働者lト噛明働組期間陸含む）、
時間開j労働者（パ ト）、 非典型労働者（派遣‘誘員、日雇など），労働者数は重複を除いた数値．
日本l:tパート、アルバイト‘汲遣社員、契約社員・嘱託．
出所統計庁f経済活Jn人口調査・勤労形態別付加調査」（KOSIS）、総務官f労働力調査詳録集計jより作成．



第11園ジニ係数および所得5分位倍率の推移 (f；苦1
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シニp;li全ootr帯ヨm所得左詮J ー＃ーンニ係主主（全~ざ帯苛完封fT （ヰ左性、

手写うち泣信平（可処分所弓都市2λ以上さ寄右主吉） 所南5う3位倍率（主~世帯可~う3 司FJヰ石毎）

出所：統計庁『国家統計ポータル』より作成。

第5表大規模企業集団の概要（単位：社、兆ウォン）

1992年 2015年

企業集団名 系列企業数 資産規穣 企業集団名 系列企業数 資産規模 主要事業

現代 43 23 サムスン 67 351 半導体・家電

2 サムスン 52 18 現代自動車 51 194 自動車

3 大宇 22 17 SK 82 152 エネルギー

4 ラッキー金星 58 17 LG 63 106 家電

5 SK 31 8 ロッテ 80 93 流通

6 韓進 23 7 ポスコ 51 85 鉄鋼

7 双竜 22 6 GS 79 59 造船

8 起亙 10 5 現代重工業 27 57 エネルギー

9 韓国火薬 27 5 韓進 46 38 物流

10 ロッテ 32 4 J、ンファ 52 38 石油化学

注：大規模企業集団（相互出資制限、債務保註制眼企業集団、公企業を除〈）。

出所・公正取引委員会資料より作成。
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米中星殴表一一一I米中対立案件Jで鶴慣はどちらの妻家をのんだか
〕は望事をめませた由、ーは盟主だ圃揖がつか怠い察件、Aは現時点で町!II暢在来す．
2015年11>l24日現在

日本の集団釣自衛婚の

行使容認

副匡画圃瞳白

，主γ 中旦H~CICA （アンア信昭醸成錆置幸治H： . 米国をアジアから揖釦出す経路と して活渇含

i主2 中:.'l! t: All B （ア ジアイ ／ フラ投資銀行） ~主立をテ コに、革国主導の厳後の~..！：君主忌信到に岳さ，E、
りをかけるe

注3 米包がま調 ~るTPP （環太平完工事圭清遣携包定】を葦闘するため． 中国が提げる。

出所：鈴置高史（2015］『『中国の尻馬』にしがみつく韓国』日経BP社、3頁。

図14グ米中どちらとの経済関係をより重視すべきだと思いますか

／ 韓国 1 50.9 16 i 33.l 

日本 83 2.71 13.4 

。
・米国 ・中国 米中と同じie濯の関係 ・米中以外の国

安全保障上、米中どちらとの関係をより重視すべきだと思いますか

韓国

日本

。%

34 27 39 

75.5 4.6 18.5 

10% 20% 30'1も 40% 50% 6C1.弘 70% 80% 90% 

；主・2015fl'l0月中旬実』1Mrンケートー日本人ピジネスマン5000人（男女比9:l)、後白人ビジネスマノ1030人（男女比8:2).

出所『迎til51ィヤモンド』103巻42号.20151手10月318.
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